A STUDY ON CLASSIFICATION AND THE FACTOR OF CITY FORMING IN TOKYO\u27 S SUBURBAN AREAS by 佐藤 繁行
東京圏郊外地域における市街地形成の類型化とその
要因に関する研究
著者 佐藤 繁行
出版者 法政大学大学院デザイン工学研究科
雑誌名 法政大学大学院紀要. デザイン工学研究科編
巻 1
発行年 2012-03
URL http://hdl.handle.net/10114/8403
  
法政大学大学院デザイン工学研究科紀要 Vol.1(2012 年 3 月)                    法政大学 
 
東京圏郊外地域における市街地形成の類型化と 
その要因に関する研究 
 
A STUDY ON CLASSIFICATION AND THE FACTOR OF CITY FORMING  
IN TOKYO’S SUBURBAN AREAS 
 
 
佐藤  繁行 
Shigeyuki SATO 
指導教員 宮下清栄 教授 
 
法政大学大学院デザイン工学研究科都市環境デザイン工学専攻修士課程 
 
This thesis analyses the present situation of cities in suburb areas of Tokyo. According to City area 
formation、this thesis classifies cities. City forming is a change of DID population density, height, types 
of DID. Comparing the grouped cities, this thesis aims to clarify the factors. As a conclusion, the cities 
were classified into 24 types. It was made clear that the degree of plan actual condition, the percentage 
of road, usage of land areas were the main factors of city forming.   
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1.はじめに 
 高度経済成長期以降，わが国は都市の郊外化の促進，
モータリゼーションの進展によって，市街地のエリアを
拡大させた．郊外部については，都市計画法などの規制
の限界性がスプロールを加速された一因となっている．
また，交通渋滞を解消するなどの交通アクセスをスムー
ズにするため道路の整備を行ってきたことが，さらなる
郊外化の問題を引き起こした．このような問題に対する
研究は，市街地を集約化（コンパクト化）という題目で
数多くなされている．特に，地方都市に関連のものが多
い．しかし，21 世紀に入り人口減少社会の到来を迎える
わが国では，郊外化しエリアが拡大した地域では低密度
化を引き起こしている．地方都市だけでなく，東京圏郊
外地域に関しても同様な問題が起こってきている．東京
圏郊外地域では，どの市街地も低密度になるとは限らず，
人口が集中していくところはしていき，人口が減少して
いくところはさらなる減少の一歩をたどっていってしま
う．市街地においての人口集中・拡散の差がますます生
じると考えられる． 
本研究では，東京圏郊外地域の市街地に対象を絞り，
20 世紀から 21 世紀の市街地形成により類型化を行い，市
街地の現状を把握する．また，市街地形成の類型化によ
り，各タイプと様々な指標を合わせて分析していくこと
で，市街地形成の要因を把握していく．市街地形成の類
型化とその要因を把握することで，低密拡散型に向かう
市街地の特徴，集約性に向かう市街地の特徴を把握し，
今後の都市計画の在り方を考える参考にできればと思っ
ている．尚，本研究では既往研究に倣い，市街地の集約
性として「人口集中地区（DID：Density Inhabited District）
における人口密度の相対的な高さと分布形態」と定義す
る． 
 
2.研究対象地域 
 本研究では，1 都 4 県の市街地 131 市を東京圏郊外地域
として，対象地域に設定した． 
 
 
図 1 東京圏郊外地域 1 都 4 県 131 市 
 
東京都 26 市，埼玉県 40 市，神奈川県 19 市，千葉県 31
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市，茨城県 15 市の計 131 市が対象地域である．東京駅か
ら 100km を対象としている． 
 
3.研究方法 
 研究方法は以下の手順で行う．1，本研究における用
語・アンケートの定義を行う．2，東京圏郊外地域 131 市
の DID 全体の変遷から郊外化の変化と実態を把握する．3，
東京圏郊外地域 131 市を市街地形成の観点から類型化す
る．本研究での市街地形成は，DID 人口密度の変化，DID
人口密度の高低，DID の形態（まとまり度）とする．こ
の 3 つを総合して類型化する．4，類型化された市街地の
差異と要因把握を行う．指標として用いるのは，都市計
画｛市街化区域の計画実態度，都市計画施設（道路率の
変化，駅密度，駅から DID までの最長距離），市街地開
発事業（土地区画整理事業）｝，土地利用実態，形態の
変化（まとまり度）である．これらと類型化された市街
地形状を比較し，要因把握をする．5，最後に将来人口フ
レームを用いて市街地形成の在り方を把握する．また，
市街地の低密度化の抑制策を提案する． 
 
4.用語の定義とアンケートの説明 
 本研究において使う用語の定義とアンケート説明を以
下に行う．DID（人口集中地区）は統計局が昭和 35 年に
定義し，人口 40 人/ha 以上の地域を示す．市街地の人口
が集中する地域を示している． 
 本研究では，東京圏郊外地域(東京都 26 市の市の職員)
に対して，縮小都市時代の都市政策のあり方に関するア
ンケートを実施した．アンケートの目的は，東京圏郊外
地域の市の職員が，どのように縮小都市について感じ・
考え・行動しているかを把握するためのものである．本
研究で特に重要な結果となったのは，以下の3つである．
1，市の職員の約 80%が市街地をたたむ・集めることの集
約に対して検討していること考えていること．2，線引き
制度の見直しで 60%以上の人が改善したいと考えている
こと．3，市民の要望・市役所の要望でどちらも上位に道
路指標が挙がっていること．東京圏郊外地域においても
集約性に関する関心があることは，本研究の目的と一致
しているので，本研究の重要性が増す．また，道路を重
要な指標としておいているので，分析する必要があるこ
とが結果として得ることができた． 
 
5.東京圏郊外地域 131 市の郊外化の変化と実態 
 東京圏郊外地域 131 市の DID の面積・人口・人口密度
の変遷を見ることで，実態を把握していく．1960 年~2005
年までのデータを用いる． 
 図 2 は，1960 年~2005 年の東京圏郊外地域の DID の広が
り方を表した図であり．色が薄くなる（濃緑⇒緑⇒黄緑）
順に年次が新しくなる（1960 年⇒1980 年⇒2005 年）とな
っている． 
1960 年ごろは，DID のエリアも狭く，比較的都心（東
京 23 区）に近いところに集中している．その後，郊外化
と伴にエリアを拡大させていき，1980 年ごろにエリアが
著しく拡大していく．1960年~1980年での面積増加率は，
5 年ごとに平均 1.50 倍で増加していいっている．面積増
加のピークである．1985 年~2005 年での面積増加率は，5
年ごとに平均 1.05 倍なのでほとんど増加していない．図
でもわかるが，2005 年で増加しているところは，1980 年
に比べると少ないことがわかる． 
 
 
図 3 東京圏郊外地域の DID 人口密度（人/ha）の変遷 
 
図 3 を見ると，DID 人口密度は 1960 年～1980 年の間に
人口密度が減少している．1985年以降は，増加するも 2000
年～2005 年までは増加率も低くどの県も停滞している．
なぜ，1960 年～1985 年の間に人口密度が減少するかとい
うと，DID での人口と面積の増加率に関係がある．郊外
化によって，人口も面積も増加している．本来ならば，
人口密度は増加するはずである．しかし，人口の増加率
よりも面積の増加率の方が高いので，人口密度は減少す
る．人口密度=人口/面積であり，面積の増加が高くなれば，
人口密度は低くなる．1980 年以降から，人口密度が増加
するのは，面積の増加率よりも人口の増加率が高くなっ
ていくからである．これらの関係から，東京圏郊外地域
における郊外化・都市化は，初めに面積（エリア）の拡
大化が進み，市街地か開拓される．その後，市街地に人
図 2 東京圏郊外地域の DID(1960 年~2005 年) 
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口が集中していく流れであることが，人口・面積・人口
密度の 3 点から見ることで明らかになる． 
 
6．東京圏郊外地域の市街地形成の類型化 
 東京圏郊外地域（1 都 4 県 131 市）の市街地形成の類
型化を行う．①DID 人口密度の変化（1960 年～2005 年）
においての類型 ②DID 人口密度の高低においての類型 
③DID の形態においての類型 を行う．①,②,③と分類を
して，最後にそれを統一して総合類型化を行う． 
(1) DID 人口密度の変化（1960 年～2005 年）においての
類型 
 DID 人口密度の変化は，市街地によって様々である．常
に人口密度が増加しているもの，逆に減少し続けている
もの，一旦減少するもその後は増加するもの，逆に増加
していたが近年では減少するもの等，様々タイプがある．
集約性に関して現時点での人口密度の高低で評価する論
文は多く健在する．本研究では，その過程の観点からも
類型化することで市街地の特性を分析していきたいと考
えている． 
 DID 人口密度の類型化方法を以下に示す． 
 
 
図 4  DID 人口密度の変化類型方法 
 
表 1 DID 人口密度の類型化方法 
 
 
図 4 は，DID 人口密度を類型化する際に，実際にどのよ
うに類型化をしたかを説明するためのものである．基本
的には，青色の人口密度（人/ha）の変化がどのようにな
っているかを分析する．図の人口密度の軸は，0～140 人
/ha で統一している．この数値の統一の理由は，2005 年の
131 市の DID 人口密度の最大値が 137 人/ha なので，140
人/haならば最大値を超えることがないのでその数値にし
た．その変化を 1960 年～1980 年を A 期，1985 年～2005
年を B 期として，分析していく．図 4 を例にすると，A
期では著しく人口密度は減少している．B 期では緩やか
に増加している．また，第 2 軸には人口と面積の増減率
がどのようになっているかを，表したものである．表 1
は，遠藤さんの「地方都市における成長産業の立地と市
街地構造との関係に関する研究」の市街地人口分布状況
による類型化を参考にし，作成したものである．市街地
の面積，人口，人口密度の変化により市街地がどのよう
な状況にあるかを定義している．人口密度の変化を分析
する際，人口，面積の増減率の観点からの考察した． 
 
 
図 5  DID 人口密度の変化の類型化フローチャート 
 
 図 5 は，DID 人口密度の変化の類型化をフローチャー
トにしたものである．本研究では，DID 人口密度の変化
の類型化は最終的に 5 つのタイプ（A,B,C,D,E 型）に類型
化した．大きく分けると，A,B タイプは人口密度が増加
傾向にあるもの，C,D,E は人口密度が減少傾向にあるもの
に分かれる．5 つのタイプに類型化するにあたり，市街地
を①~⑩の 10 種類の細かい類型を行っている．10 類型も
特徴も踏まえ，以下に A~E 型の 5 つのタイプの詳細を記
載する． 
 A 型 図 6 の①が A 型の図である．グラフの形として
は，右肩上がりや途中停滞するも常に上昇型である．1960
年～1980 年は，郊外化により，面積・人口が増加し，そ
れに伴い人口密度も増加している．人口増加＞面積増加
が特徴である．それ以降も人口密度は増加傾向にあり，
市街地としては成長・集約性に向かっていく可能性が極
めて高いグループである．詳細のタイプとしては，タイ
プ①右肩上がり型，タイプ②の Z 型がある．どちらも著
しく，人口密度の増加傾向にあるタイプである．該当す
る市街地の数は，計 21 市である． 
人口 面積 人口密度 類型 番号
増 増 増 拡大傾向（成長） ①
増 減 増 集約・安定傾向 ②
減 減 増 （集約・成熟）
増 増 減 低密傾向 ③
減 増 減 （拡散型）
減 減 減 縮退傾向（衰退） ④
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図 6 DID 人口密度の変化 5 類型 
 
 B 型 図 6 の②が B 型の図である．グラフの形として
は，人口密度はおおよそ A 期で大幅な減少があり，B 期
では緩やかに上昇している．1960 年～1980 年は，郊外化
により，面積・人口が増加しているが，人口密度は減少
している．面積増加＞人口増加が特徴である．それ以降
は，ゆるやかに増加している乃至は現状維持の市街地が
多く存在する．詳細のタイプとしては，タイプ③の L型・
後半増加型，タイプ④の U 型，タイプ⑤の山形・後半増
加型がある．これらの違いは，A 期の減少の仕方が異な
る点であり，比較的似ている傾向である．該当する市街
地の数は，計 45 市である． 
 C 型 図 6 の③が C 型の図である．グラフの形として
は，A 期から B 期前半にかけて著しく上昇している．し
かし，その後は人口密度が減少していく．人口・面積と
もに増加していきていたが，近年では伴に減少傾向なの
で，今後は低密化になるおそれがある．このタイプの詳
細は，タイプ⑧の逆 U 型だけである．該当する市街地の
数は，計 9 市である・ 
 D 型 図 6 の④が D 型の図である．グラフの形として
は，全体的に人口密度の変化が減少傾向である．A 期に
郊外化により，人口密度の減少が起こり，近年ではゆっ
くりと減少していくケースが多い．B 型に似ているが，
後半の動きが低密度化へと向かっている点が異なる．該
当する市街地の数は，計 36 市である． 
 E 型 図 6 の⑤が E 型の図である．グラフの形として
は，常に人口密度が減少していくタイプがほとんどであ
る．右肩下がりで減少していく地域が大多数をしめる．A
型とは対照的な動きをしている．このタイプの詳細は，
タイプ⑩の右肩下がり型である．該当する市街地の数は，
計 9 市である． 
尚，DID 人口密度のデータが計測できず，データが不
十分であった市街地 11 市は除くことにする． 
 このように DID 人口密度の変化を 5 つに類型すること
ができる．1 都 4 県の 5 つのタイプの割合を以下に記載す
る． 
 
 
図 7  DID 人口密度の変化 5 類型 1 都 4 県比較 
 
東京圏郊外地域のタイプ A～E 型に分けて比率を求め
ると図 7 のような数値となる．1 都 4 県全体では，約 50%
が増加傾向にあり，約 50%が減少傾向にある市街地に分
かれる．東京都では，約 90%が増加傾向となる市街地が
多い．次いで増加傾向が多いのが神奈川県の約 60%であ
る．埼玉県と千葉県に関しては，ほぼ同じくらいとなっ
ていて，約 40%が人口増加傾向である．茨城県は，増加
傾向となっている市街地はなく，ほとんど減少傾向とい
う結果になった．増加傾向でも，A 型の著しく増加して
いるタイプは全体の約 15%という数値になっている．B
型は，今後人口減少が到来するにしたがって，減少傾向
の類型になりうるので，東京圏郊外地域によっても，DID
人口密度の減少を抑えるため，市街地の集約性が必要で
あると考えられる．現に本論 2 章のアンケートの 6-1,2 で
は市の職員であっても市街地をたたむ，集めるなどの市
街地のエリアを縮小し，低密度化への対策した方が良い
と考える人は，約 8 割の意見であった．  
 
(2) DID 人口密度の高低においての類型 
 DID 人口密度変化についての類型化をおこなった．こ
こでは，DID 人口密度の高低によっての類型化をおこな
①A 型 ②B 型 
③C 型 ③D型 
⑤E 型 
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う．DID 人口密度の高低によって類型化を行う理由は，
同じような変化をしている市街地であっても，人口密度
の値が異なれば，同じ市街地ということできないと考え
たからである．DID 人口密度を扱っている論文では，人
口密度が高ければ集約性が高くなると評価されている．
DID 人口密度の理想的な数値は決まっていない．本研究
でも，DID 人口密度が高いことは，集約性があると定義
している． 
 
図 8  DID 人口密度 40 と
260 人/ha のモデルケース 
 
図 8 は，人口密度の高低の差異を表したものである．人
口密度が低い市街地は，建物スペースが少ない．その分，
空きスペースが多くなっている．人口密度が高い市街地
は，建物スペースが多く，空きスペースが少なくなって
いる．本研究では，1 都 4 県の平均値を 1 つ指標として類
型化を行った．平均値よりも高い市街地を DID 人口密度
が高い市街地，低い市街地を DID 人口密度が低い地域と
した． 
 
(3) DID の形態においての類型化 
 DID の形態を分析する際に DID 形状のまとまり度を指
標として用いる．まとまり度とは， DID 面積を DID 周長
と同円周の円の面積で除したもので，DID フリンジの複
雑さを表す．DID 形状まとまり度が 0 に近いほどフリン
ジが入り組んでおり境界線が曖昧である．つまり，DID
まとまり度が 0 に近ければいびつな形．1 に近ければ円状
に近い形となる．まとまり度により，DID が円形かいび
つ形かに分類する． 
 本研究においては，これに市街化度（DID 面積/行政区
域面積）の指標を取り入れることにより，さらに類型化
をしていく．市街化度を取り入れる理由としては，DID
の形状の広がりが市街地の形であるか，もしくは DID そ
のものの広がりであるかを区別するためである． 
市街化度が高ければ，DID の形＝市街地の形となってい
て DID の形は市街地に影響があると考えられる．市街化
度が低ければ，DID の形≠市街地の形となり，DID その
ものの形であると評価される．まとまり度と市街化度を
合わせたもので類型化していく．図 9 は，まとまり度と
市街化度の類型化の図である． 
第①象限は，まとまり度が高く，市街化度が高い．こ
のエリアは，DID の形は市街地の形に影響されており，
かつ市街地の形が円に近いものである可能性がる． 
 第②象限は，まとまり度が低く，市街化度が高い．街
化度が高いことより，DID の形＝市街地の形の可能性が
高い．しかし，まとまり度が低いことより，その形はい
びつに近いように考えられる．第③象限は，まとまり度
が低く，市街化度が低い．このエリアの DID の広がり方
は，いびつのように広がっている．市街化度が低いため，
DID＝市街化地の形ではないため，DID の広がり方が，い
びつであると考えられる． 
 第④象限は，まとまり度が高く，市街化度が低い．こ
のエリアの DID の広がり方は，比較的円のように広がっ
ていると考えられる．DID＝市街化地の形である． 
 
 
図 9  まとまり度と市街化度の類型化 
 
(4) 密度の変化，高低，形態による総合類型化 
 （1）~（3）の市街地形成の指標を用いて，市街地 131
市の総合類型化を行う．表 2 は，DID 人口密度変化 5 類
型，DID 人口密度の高低 2 類型，DID の形態 4 類型を合
わせ総合類型化したものである．なお，表の並び順にも
あるが，DID 人口密度の変化を優先してデータを作成し
ている． 
 
表 2 総合類型化 24 タイプ 
 
総合類型化 代表市
DIDの人口
密度変化
DIDの人口密
度の高低評価
DIDの形態
タイプ 市名 タイプ 高・低 象限
1 西東京市 1 1 1
2 相模原市 1 1 3
3 朝霞市 1 1 4
4 昭島市 1 2 1
5 佐倉市 1 2 3
6 立川市 2 1 1
7 川口市 2 1 2
8 八王子市 2 1 3
9 日野市 2 2 1
10 八潮市 2 2 2
11 青梅市 2 2 3
12 深谷市 2 2 4
13 多摩市 3 1 1
14 富士見市 3 1 3
15 坂戸市 3 1 4
16 福生市 3 2 1
17 取手市 3 2 3
18 蕨市 4 1 1
19 川越市 4 1 3
20 幸手市 4 1 4
21 三浦市 4 2 3
22 結城市 4 2 4
23 銚子市 5 2 3
24 香取市 5 2 4
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DID 人口密度の変化では，A~E 型を 1~5 と置き換え，DID
人口密度の高低は高いが 1，低いが 2 と置き換え，DID の
形態では，象限を 1~4 としている．また，要因分析をす
る際には市街地を 1 つ決めないといけないので，それぞ
れ代表市を掲載した．代表市の選定条件は，どのデータ
もそろっていることを優先とした． 
 
7．類型化された市街地の差異と要因  
 総合類型された市街地と各指標を用いて差異と要因の
分析把握を行った． 
（1）市街化区域の計画実態度 
市街化区域というのは，線引き制度などによって計画さ
れた区域である．それに対して DID とは計画とは異なり，
実際に人が集中している実態である．DID が実態であり，
市街化区域が計画である．計画実態度＝DID 面積/市街化
区域面積と定義し，分析を行った． 
 図 10 は，総合類型タイプと計画実態度の図である．
図は，横軸に総合類型 24 タイプ，縦軸に計画実態度であ
る．DID 人口密度の変化が減少傾向になると，市が計画
しているよりも DID が伸びていないことがわかる．また，
著しく人口密度が減少しているところは，線引き制度の
制定が行われていないこともある．人口密度の低下の要
因の一つに，線引き制度が関係あることが考えられる．
DID の形態においての違いは，比較的見当たらなかった．        
ただ，グループによっても異なるが，市街化度が低い（市
街地の形≠DID の形）ところが，計画実態度が低い結果
となった．また，DID 人口密度の高低においての差とし
ては，比較的低い方が，計画実態度も低い結果となって
いる． 
 
 
図 10 市街地の総合類型タイプと計画実態度 
 
(2) 都市計画都市施設（駅密度，駅から DID の縁辺まで
の距離，道路率の変化） 
 駅密度と駅から DID の縁辺までの距離については，
Arc-GIS により地図情報から数値情報に変換したものを
用いる． 
図 11 は，総合類型タイプと駅密度の図である．駅密度
が高い地域には，人口密度が低く，減少傾向になってい
る地域が多く存在していた．それらに共通していること
は，市街化度の低い地域である．市街化度が低いという
ことは，DID が市街地よりも低く，エリアが狭いためそ
こに集中していることが考えられる．ただ，市街地形成
にはそこまで影響力がない指標となった． 
 
 
図 11 市街地の総合類型タイプと駅密度 
  
 次に駅から DID の縁辺までの距離と総合類型タイプの
分析を行った．図 12 は総合類型タイプと駅から DID の縁
辺までの距離の図である．駅から DID の縁辺距離が遠い
タイプに共通していることは，比較的人口密度が低い地
域である．また，DID の形がいびつ形になっていること
も挙げられる．また，駅から DID の縁辺距離が近いとこ
ろに共通していることは，DID のまとまり度が高く，DID
の形が円形になっていることが挙げられる．DID が円形
に広がることで，いびつ形よりも，駅から DID の縁辺ま
での距離が均等になっていると考えられる． 
 
 
図 12 市街地の総合類型タイプと DID の縁辺距離 
 
次に総合類型タイプと道路率の変化による分析を行っ
た．図 13 は，市街地の総合類型タイプと道路率の変化を
表したものである．青色が人口密度の変化，赤色が道路
率の変化を表している．人口密度が増加傾向に変化して
いるところは，道路率も増加傾向に変化している場合が
多い．反対に，人口密度減少傾向になると道路率も減少
傾向になっていることが多い．市街地の DID 人口密度の
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変化の仕方と道路率の変化のグラフは，比較的に類似し
ているものとなっている．アンケートにおいても，市や
市民が道路を都市計画施設の重要な役割に充てている．
これらのことから道路指標は市街地形成において重要で
あることがわかる． 
 
 
図 13 市街地の総合類型タイプと道路率の変化 
 
 (3)市街地開発事業による分析 
 本研究においては，市街地開発事業を土地区画整理事
業として分析を行った．土地区画整理事業とは，道路，
公園，河川等の公共施設を整備・改善し，土地の区画を
整え宅地の利用の増進を図る事業である． 
 
 
図 14 市街地の総合類型タイプと市街地開発事業 
 
 図 14 を見ると，土地区画整理事業が高いタイプは，7
～11 が高い数値となっている．このタイプに共通してい
ることは，人口密度変化が減少してから増加するタイプ
である．つまり，郊外化が 1960 年～1985 年に進んだ地
域である．かつ人口密度が平均値よりも高い地域が関係
していると考えられる．また，タイプ 1～6 と 12～24 は，
土地区画整理事業が低い値となっている．人口密度の増
加が常にある地域は人口が増える前から整備等がされて
いたと考えられる．もしくは，土地区画整理を行う余裕
がなく増えたと考えられる．人口密度の変化が減少傾向
にある地域では，土地区画整理事業をあまりしていない
結果になった． 
 
（4）土地利用実態による分析 
土地利用実態に関しては，人口密度変化が増加傾向で
あるグループほど，建物用途利用が大きい結果となった．
それにともない，緑系や水系を含んだ自然系が占める割
合は小さくなっている．DID の形態に建物用地の割合が
大きい地域は，DID の形態よりも市街化度の方が重要で
あると考えられる．建物用地が多いすべての市街地では，
DID＝市街地の形となっている． 
 
（5）形態（まとまり度）の変化による分析 
 総合類型タイプとまとまり度の変化を分析した結果，
市街地形成とまとまり度の変化は，そこまで影響力がな
かった．ただ，一般的な流として DID の形は円形⇒いび
つ形の動きがあることが考察された．人口密度の変化よ
りも市街地化度の関係が強く，まとまり度の増加率が高
い，もしくは値が高い地域は，DID 形態の象限では，第 1
象限に属していることが多い特徴がある．第 1 象限は，
DID が市街地を覆っている特徴がある． 
 
8．将来人口フレームを用いて市街地形成の在り方 
 将来人口フレームを用いると東京圏郊外地域は人口減
少社会に向かっていき，人口密度も減少していく．さら
に人口分布にも変化が起こる． 
 
 
図 15  1975，2005，2035 年のローレンツ曲線 
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表 3 ジニ係数 1975 年～2035 年 
 
 
ローレンツ曲線とジニ係数の変化として，1975 年⇒
2005年の動きとして，ローレンツ曲線は均等線に近づき，
ジニ係数は 0 に近づいている．この変化は，人口が均等
に分布していることを示す．郊外化によって市街地全体
に人口が増えていったことが要因であると考えられる． 
2005 年⇒2035 年の動きはとして，ローレンツ曲線は均
等線から遠ざかり，ジニ係数は 1 に近づいている．これ
は，先ほどの動きとは反対で，人口が集中化になってい
る．郊外化によって人口が均等に広がっていったが，今
後は人口減少が原因で集まるところには集まり，減少す
るところはさらに減少する動きがあると考えられる． 
 
 
図 16 面積変化によって影響を受ける人口密度 
 
現状のままでは，人口減少の影響を受け，人口密度は
著しく減少する．そのため，DID エリアの縮小を年 1％，
2％，3%ずつと比較することでどのくらい人口密度の低下
を防げるかを検討した．図 16 もとに，年 1%ずつ減少さ
せると黄色い曲線になる．2020 年までは，2005 年の人口
密度以上を維持できるがその後は，減少する．最終的に
は，73.51 人/ha となり，2005 年よりは減少する． 
年 2%ずつ減少させると，オレンジ色の曲線となる．この
データは，2035 年には現状を維持できていることになる．
つまり，2035 年までに現状維持をするには，人口減少に
合わせてDIDエリアの縮小を最低でも年 2%(現状の 10%)
を縮小させる必要がある． 
 
9．結論 
 本研究では以下の結論を得た． 
①東京圏郊外地域では，1960 年～1980 年に DID 人口密
度は一度減少する．その原因は，郊外化であり，面積増
加＞人口増加により，人口密度は減少する． 
②東京圏郊外地域の 131 市を，市街地形成（DID 人口密
度の変化・DID 人口密度の高低・DID の形態）の観点で
類型化を行うと，総合類型として 24 タイプに類型化され
る．その中でも優先なものはDID人口密度の変化であり，
A~E 型の 5 つのタイプに類型化できた．また DID 人口密
度の高低は 2 タイプ，DID の形態は 4 タイプに類型でき
た． 
③DID 人口密度の変化では，東京圏郊外地域の市街地全
体では，約 50%が A.B の増加傾向，約 50%が C.D.E の
減少傾向に分類された． 
④市街地形成と都市計画の関係では，市街地の計画と
DID の実態が一致していると人口密度は増加傾向，また
一致していないと減少傾向である．駅から DID の縁辺ま
での距離では，人口密度が低く，DID の形態がいびつ形
のタイプが比較的離れている結果となった．反対に近け
れば円形である．道路率では，DID 人口密度の変化と道
路率の変化は比較的同じ動きをする．駅密度に関しては
市街地形成にあまり影響を与えていない結果となった．
土地利用実態では，人口密度が高く，増加傾向にある市
街地は，建物利用率が高い結果となった．また低い地域
では，自然系のエリアが高い結果となった． 
⑤DID の形態変化に関しては，一般的には円形⇒いびつ
形になる動きがある．ただし，市街地形成において DID
の形態はあまり影響がある結果にはならなかった． 
⑥東京圏郊外地域の将来人口密度は減少し，低密度化へ
と進んでいく．それに伴い，人口分布は均等化から集中
化（不均等）になる． 
⑦将来人口密度の低下は防ぐ対策の 1 つとして，DID エ
リアの縮小がある．現在の人口密度のレベルを保つには，
年 2%ずつ（2005 年の全体から約 10%）を縮小させなけ
ればならい． 
 主な今後の課題は以下の 2 つである． 
本研究では，東京圏郊外地域を対象に市街地形成の類
型化を行った．対象地域を東京圏郊外地域だけでなく，
関西圏や地方都市の市街地を含めることで，より多くの
市街地を対象に類型化を行うことができ類型化の精度を
高めるべきである． 
DID の形態をまとまり度と定義して行い，円形かいび
つ形かで類型化をした．DID の形状は複雑であるため，
いびつ形でもさらに細かく定義して行うことで，より形
態分析を正確にできると考えられる． 
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